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１．はじめに 

宅地化が進行した鶴見川の流域には、約 3,000 の雨

水貯留施設が設置されている。本研究では、鶴見川を

対象として流出解析を行い、雨水貯留施設の洪水調節

効果を検討した結果について述べる。 

２．鶴見川流域の概要 

鶴見川は東京都町田市に発し、神奈川県の横浜市と

川崎市を流下し、東京湾に注ぐ流域面積 235km２、幹

線流路長 43km の丘陵地河川である。鶴見川流域では

1958 年時点の宅地化率は 10%であったが、1970 年代

以降宅地化が進行し、2001 年時点では宅地化率が 85%

になっている。図 1に示すように、宅地化に伴って流

域には数多くの雨水貯留施設が設置された。2001 年時

点で流域全体の設置個数は 2,910、集水面積は 41 km２

（流域面積に対する割合は 17%、宅地面積に対する割

合は 42%）、貯水容量は 2,649,000m３(集水面積で除し

た貯水容量高 64mm)である。 

雨水貯留施設は直下流の下水道、排水路、河川に対

する洪水調節を目的として設置されているが、近年で

は鶴見川本川に対する洪水調節効果が期待されている。 

３．流出解析モデル１） 

本研究では、同一の降雨に対して、雨水貯留施設が

設置されている場合と設置されていない場合について

それぞれ流出解析を行い、得られた流量ハイドログラ

フを比較することにより雨水貯留施設の洪水調節効果

を評価する。流出解析は、まず流域を 76 の小流域に分

割し、各小流域からの流出量を土地利用（丘陵林地、

畑、水田、宅地）別に 2 段の線形貯水池モデルを用い

て直接流出量と地下水流出量を算定し、それらの和と

して小流域からの流出量を算定する。雨水貯留施設が

設置されている場合は施設の集水区域からの流出量を

算定し、洪水調節計算を行って雨水貯留施設からの流

出量を求める。流出計算を行う際に必要な各小流域の

土地利用ごとの面積、斜面長および斜面勾配は GIS ソ

フトにより算出した。つぎに、河道の上流端から順次

各小流域からの流出量を合流させながら下流に向けて

河道流の計算を行い、所定の地点の流量ハイドログラ

フを算出する。 

４．流出解析の結果 

 1996 年から 2001 年までの間に観測された 9 出水を

対象として流出解析した結果の一例を図 2に示す。図

2 によると、計算値（雨水貯留施設が設置されている

場合）は観測値とほぼ一致していることがわかる。他

の出水についても同様の結果が得られた。 

５．雨水貯留施設の洪水調節効果 

図 2には、雨水貯留施設が設置されていないものと

して流出解析した結果も示している。雨水貯留施設の

洪水調節効果は、雨水貯留施設が設置されている場合

と設置されていない場合の流量ハイドログラフを比較

することによって評価することができるが、ここでは

ピーク流量の低減率により雨水貯留施設の洪水調節効

果を評価する。 

 

図１ 設置個数と全集水面積の経年変化（全流域）
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雨水貯留施設が設置されている場合と設置されて

いない場合のピーク流量の差を雨水貯留施設が設置さ

れていない場合のピーク流量で除した値をピーク流量

低減率とし、上流から寺家橋(流域面積 46km2)、落合

橋(112km2)、亀の子橋(128km2)および末吉橋(221km2)

の 4 地点について各出水におけるピーク流量低減率と

宅地面積に対する雨水貯留施設の集水カバー率（＝雨

水貯留施設の集水面積÷宅地面積）の関係を図 3に示

す。図 3によると、ピーク流量低減率は出水によりば

らつくが、宅地面積に対する雨水貯留施設の集水カバ

ー率が大きくなると大きくなる傾向が認められる。 

鶴見川流域には、集水面積が 1ha 未満の小規模なも

のから 127ha の大規模なものまで種々の雨水貯留施設

がある。各出水について、雨水貯留施設の規模別のピ

ーク流量低減率を算定した結果によると、全ての雨水

貯留施設によるピーク流量低減効果に対する集水面積

が 1ha 未満の雨水貯留施設によるピーク流量低減効果

の寄与率は、寺家橋では 0.1%~8％、落合橋では

2%~10％、亀の子橋では 2%~14％、末吉橋では 3%~22％

であった。1981 年～2001 年での集水面積が 1ha 未満の

雨水貯留施設の設置個数が全体に占める割合は寺家橋

では 10%~62%、落合橋では 33%~69%、亀の子橋では

40%~72%、末吉橋では 44%~82％と大きいが、ピーク

流量低減効果の寄与率は小さいことが示された。 
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図２ 流出計算例（1982 年 9月 11日）

図３ ピーク流量低減率と 
宅地面積に対する集水カバー率の関係 
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